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マルチメディアデータベースを対象とした検索エンジンの
処理最適化パラメータ設定による特許取得方式

佐々木 秀 康† 清 木 康††

本論文は，メディア・データを対象とした問合せ処理を行うメディア検索エンジンをコンピュータ・
ソフトウェア関連特許として申請するにあたり，その研究開発計画における研究対象の特定から特許
取得要件の充足までの一連の検証プロセスを，フローチャートとワークシートにより視覚化し，効率
的な特許取得を可能にする方式を提案する．さらに，特許審査の一般的基準を，DBMS，特にメディ
ア検索エンジンの技術面から表現し直すとともに，関連する米国特許実施例と対照することにより提
案方式の有効性を検証した．音声（音楽），画像や文書などを対象とするメディア検索エンジンのデー
タ処理は，システムの機能やデータの特性に依存する．そのため，メディア検索エンジンにおいては，
処理手順を構成するパラメータに特定の数値を設定することにより，データの特性を反映した問合せ
処理の最適化を実現する．メディア検索エンジンにおける処理最適化パラメータの設定は，重要な特
許取得対象であるが，特許取得要件の技術的観点からの体系化がされていない．提案方式が示す，メ
ディア検索エンジンに典型的な，処理最適化パラメータ設定による進歩性の実現を検証するプロセス
は，従来明確でなかったこの分野の特許取得要件を定式化し，特許取得の実践的な範囲を拡大する特
許取得方式である．

The Patent Application Methodology of a Multimedia Database Search
Engine Comprising Parameter Settings for Optimizing Data
Processing Mechanisms as a Patentable Computer-related Invention

Hideyasu Sasaki† and Yasushi Kiyoki††

The paper proposes a patent application methodology for research and development plan-
ning of multimedia database search engines as computer-related inventions. The methodol-
ogy as described in flow diagrams with a worksheet consists of a set of evaluation criteria
which analyze whether research targets are proper patentable subject matter and determine
whether they meet technical requirements of patentability at the early stage of project plan-
ning. The methodology converts the standards of patent examination procedures into the
technical standpoints to be judged by the skilled in the art of database management systems.
The feasibility of the methodology is examined and verified with disclosed patents in the field
of media-data retrieval or data processing mechanism with parameter settings. Multimedia
database search engines process various types of data in multiple forms and representations:
textual and image, audio and video. Data processing mechanisms are optimized by proper
parameter settings adjusted to the forms and representations of media contents. Optimized
parameter settings of multimedia database search engines are patentable when they are re-
duced in the form of programs. The patent examination guidelines have not, nonetheless,
clarified the standards applicable to parameter settings as comprising or essentially consisting
parts of computer-related inventions. The proposed patent application methodology amplifies
the range of computer-related invention in the area of multimedia database search engines
by virtue of its evaluation criteria on nonobviousness materialized in parameter settings for
optimizing data processing mechanisms.
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1. は じ め に

共有データ資源の管理システムであるデータベース・

マネジメント・システム（DBMS）は，汎用性と拡張

性が高く，広く産業分野において応用されている．研

究機関においては，開発した技術の利用促進と研究範

囲の拡大のため，特許取得とそのライセンシングを視
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野に入れた研究計画の実施が重要となっている．

特許取得は論文発表と異なり，研究計画の当初から，

「発明」として特許申請が可能な適用分野の特定と，特

許申請に不可欠な技術条件を実証する作業の整理を必

要とする．DBMS の研究開発，特に，マルチメディ

アデータベースを対象とした検索を行う検索エンジン

（以下，メディア検索エンジンという）は，複雑な層

構造を持ち，汎用性が高い研究対象を扱う．開発の方

向性を見失わないためにも，特許取得までに解決しな

ければならない課題を整理する体系的な検証方式が必

要である．

本論文は，メディア検索エンジンの特許取得を目指

した研究開発計画における，研究対象の特定から特許

取得要件の充足までの一連の検証プロセスを，フロー

チャートとワークシートにより視覚化し，効率的な特

許取得を可能にする方式を提案する．さらに，提案方

式が示す，メディア検索エンジンに典型的な処理最適

化パラメータ設定による「進歩性」の実現を検証する

プロセスは，従来以上に特許取得の実践的な範囲を拡

張する特許取得方式である．提案方式の有効性を，米

国のメディア・データ関連の処理最適化パラメータを

設定したソフトウェア公開特許の実施例と対照するこ

とにより検証する．

1.1 メディア検索エンジンにおける処理最適化パ

ラメータ設定の意義

特許取得には，通常 2～3年の長期にわたる申請手

続を必要とする．研究開発を効果的に進めるために，

研究の当初から，特許法の定める「発明」に値し，か

つ，「特許取得要件」を備えることができる研究対象を

選択する必要がある．さらに，研究対象の技術的特性

は，特許取得に大きな影響を与える．DBMSの研究

対象は，リレーショナル DBMSからマルチメディア

データベースを対象とする検索を行うメディア検索エ

ンジンへと拡大している．DBMS，特に，以下述べる

ように通常のソフトウェアとは異なる技術的特性を持

つメディア検索エンジンは，その技術的特性を反映し

た的確な研究対象を選択し，特許取得のために必要な

検証プロセスを特定しなければならない．そこで，以

下の 2点について慎重に判断する必要がある．

• DBMSの汎用性と発明の具体的適用のディレンマ

• 処理最適化パラメータの特定とその範囲の実証
前者は，計算機科学の汎用性追及の傾向と特許にお

ける実施分野特定の要請が衝突することによりもたら

される課題である．計算機科学は，汎用性が高い処理

手順ほど高く評価する．ソフトウェア・プログラムの

集積体である DBMSにおいては，汎用性・拡張性の

図 1 DBMSの 3層構造
Fig. 1 The threefold structure of database management

systems.

向上が技術的進歩として重要である．しかし，特許法

は，汎用性・拡張性の高い技術がアイデア（考案）自

体を独占することを阻止するため，「発明」の適用分野

を具体的に特定することを要求している．そのため，

DBMSの「発明」においても，汎用性が高いデータ

処理手法を「発明」として申請するときには，特定の

分野における具体的適用を図ることにより，特許取得

に直結する研究計画を定める必要がある．

後者は，マルチメディアデータベースを対象とする

検索を行うメディア検索エンジンに特有な問題点であ

る．一般に DBMSは，プログラムの集積体として構

成される．データベースの処理を扱うコンピュータ・ソ

フトウェアは，図 1に示すアーキテクチャ，メカニズ

ム，パラメータの 3層構造により構成される4),5),10)．

( 1 ) アーキテクチャ：メカニズムが組み合わされる

ことにより統合された，1つの処理系として構

築される装置・構造

( 2 ) メカニズム：1つ 1つの処理，たとえば，問合

せ処理やソート処理など，特定の機能を表現す

るアルゴリズムが実装されたもの

( 3 ) 処理最適化パラメータ：メカニズムとして実装

するため，問合せなどの処理アルゴリズムが，

処理対象のデータの特性を活かして，最適に処

理されるように設定された数値

さらに，DBMS は，2 種類の方式に大別できる．

1 つは，データベースの内容を対象とした，パター

ン・マッチング（pattern matching），または，アドレ

スの指定によりデータを獲得する方式であり，RDB，

OODB，ORDBなどである．この中でも，リレーショ
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図 2 リレーショナルデータベースシステムとメディア検索エンジ
ンの対比

Fig. 2 The comparison of relational database systems and

multimedia database search engines.

ナル DBMSは，パターン・マッチングにより，論理的

に一意な解を求める処理系である．結合・検索などの

問合せ処理（query）の最適化を，処理メカニズムの

高速化や，多様な処理系下における汎用性の確保によ

り実現する．そのため，DBMSの 3層構造では，図 1

の (1)と (2)のレベルにおいて技術的進歩を実現する．

他方，同じ DBMSでも，音声（音楽）や画像，文書

の処理を中心としたメディア・データを対象とする検索

を行うメディア検索エンジン（multimedia database

search engine）は，問合せとデータベース・コンテ

ンツが持つ特徴量との相関量（類似性・等価性）を計

量することによりデータを獲得する方式であり，対象

とするメディア・データの多様性を反映して構築され

る9),11)（図 2）．そのため，インタフェースにおける

処理最適化は，処理系の機能やデータの特性に依存

する．メディア検索エンジンは，データ処理手順を構

成するパラメータに特定の数値を設定することによ

り，対象とするコンテンツごとにデータの特性を反映

した問合せ処理の最適化を実現しなければならない．

よって，23頁図 1 の (3)における，処理最適化パラ

メータのレベルが，技術進歩の実現において重要な

意義を持つ．

メディア検索エンジンにおける「処理最適化パラメー

タ」とは，以下のように選択されたパラメータセット

とその数値設定をいう．メディア検索エンジンの設計

は，コンテンツのデータ構造と表現方式に依存する．

エンジンを構成する検索アルゴリズムは，検索問合せ

（query）として与えられるデータの特徴量と検索対

象のデータ特徴量との間の相関量を計量する．検索処

理を最適化して実行するためには，計算に必要十分な

データ特徴量セット，パラメータセットの選択（選択

方式）と，コンテンツの特性を反映した最適計算処理

を実現するために計量した，データ特徴量セットへの

重み付けの数値設定（設定方式）が必要である．これ

らが，「処理最適化パラメータ」を構成する．

例として，画像データの形状，構造，色などの特徴

量をもとに，検索問合せとして与えられる画像のデー

タ特徴量と相関量を計量し，検索処理を行う画像検索

システムを考察する．このシステムにおいて，データ

特徴量ベクトル群の相関量をもとにマトリクスを生成

し，検索問合せに対する相関量を計量するアルゴリズ

ムに，パラメータセットを選択し，適切な重み付け数

値を設定する．この数値設定は，アルゴリズムの動作

を最適化し，検索処理のクオリティを最も向上させる

ため，メディア・データの構造と表現方式に対応して，

コンテンツごとに設定する必要がある．このような特

徴量の選択と重み付け数値設定が，「処理最適化パラ

メータ」の具体例である．

ここで，アルゴリズムに設定するパラメータの選択

と数値設定方式における自由度が問題となる．メディ

ア検索エンジンは，対象コンテンツにおける，多様な

データ構造と表現方式に依存したシステム構成をとる．

対象コンテンツごとに，対象とするデータ特徴量の種

類は限定され，適用するアルゴリズムも特定化される．

対象コンテンツごとに構成されたシステムにおいては，

適用されるアルゴリズムと選択されるパラメータの結

びつきが強固となる．特許の有効性（utility）は，パ

ラメータの限定性に依存する．パラメータの設定は，

検索の質的向上を実現するために，アルゴリズムに設

定したパラメータと数値設定の関係がどれだけ明確に

規定され，かつ，コンテンツの検索処理を最もよく機

能させているかを明示することにより限定される．

ある分野において，まったく効果が同一で，パラメー

タへの数値設定のみを変更したプログラムが多数実装

でき，かつ，それらが有効に機能するときは，パラメー

タの限定性がなく，パラメータ設定による進歩性の実

現は認められない．コンテンツの特性をとらえるため

に，限定してアルゴリズムに設定する必要があるパラ

メータのみが，特許取得要件を根拠づけるのである．

1.2 特許取得における処理最適化パラメータの意義

特許審査運用指針は，データ処理手順におけるパラ

メータ設定が，特許取得要件である「進歩性」を充た

すときに，その処理手順を実現するプログラムに特許
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の取得を認めている18)．データ処理の対象となるコン

テンツの特性によっては，処理を最適化するパラメー

タの選定自体に「進歩性」が実現され，有用な「発明」

として認められる事例が生じる．

メディア検索エンジンの処理系を構成するプログラ

ムには，対象とするメディア・データの特性を反映し

た処理を最適化するパラメータ設定を含むものがある．

実施例としては，以下の 2 例があげられる．第 1 の

例は，画像の類似性を利用した検索システムである．

類似画像検索システムの実装において，画像の色が持

つ特徴量ベクトルを最適に分解するレベルを設定しな

ければならない．このパラメータ設定において，一致

度・分類正解率（correct classification ratio）による

評価に基づき，一定の大きさの原画像に対して，特定

の数値幅を設定する例がある14)．第 2の例は，文献

画像情報のマッチングによる検索システムである．文

献画像の引用情報の近似マッチング法において，文字

誤りを含むタイトル部分文字列の検索が必要となる．

検索の精度と候補レコード数の増大を最適にトレード

オフするために，処理最適化パラメータとして「索引

文字列として用いられる文字の間の距離」を利用し，

これを一定の値に特定する例がある17)．

このように，メディア検索エンジンにおける処理最

適化パラメータ設定は，その設定自体が，特許取得要

件である技術的な「進歩性」を実現する重要な要素で

ある．従来のように，アーキテクチャとメカニズムに

のみ特許取得の照準を狭めるのは，投下資本の効率的

な回収を目的とする特許制度を十分に活用していると

はいえない．特許取得を目指した研究計画において，

「発明」として特許取得が可能な処理最適化パラメータ

を設定したプログラムであるメディア検索エンジンの

実践的な特許取得範囲を拡大し，かつ，技術的な「進

歩性」の検証プロセスを体系化することにより，より

効率的な特許取得を可能にする方式が必要である．

2. 研究課題と関連研究

2.1 メディア検索エンジン特許取得の課題

DBMSの研究開発の成果，特に，処理最適化パラ

メータの設定されたプログラムにより構成されるメ

ディア検索エンジンを「発明」として特許取得するた

めには，従来のソフトウェア一般の研究開発とは異な

り，以下の 3点が研究課題となる．

( 1 ) 法律用語のデータベース分野の技術用語への変

換の必要性

特許法や審査運用指針は，コンピュータ・ソフトウェ

ア関連の運用指針を特別に定めるなど，個別分野に対

応した法律用語の明確化に一定の努力を示している19)．

しかし，コンピュータ・ソフトウェア関連分野は，回

路設計からプラント運営までを含み，化合物や機械の

特許よりも多様な分野に関係する．しかも，分野ごと

の細分化が進み，専門化も顕著である．

同じコンピュータ・ソフトウェア関連分野に包含さ

れるビジネス方式特許の審査に見られるように，特許

審査当局の情報収集のみでは先行技術の調査さえも不

完全である1)．1年間に 25万件以上のコンピュータ・

ソフトウェア関連発明が特許申請される米国において，

特許審査における先行技術の反映について統計調査が

行われている．1989年から 1998年までの過去 10年

間に，ソフトウェアを含む電気関連分野において特許

を取得した公開発明のうち，約 5%に対する調査が行

われた．その少なくとも 45%の特許審査において，本

来審査に反映されるべき ACMや IEEEが刊行する学

会誌に掲載されている先行技術がまったく引用されて

いないこと，さらには，引用がされていても，少なく

とも 80%以上の特許において効果的な引用とは認め

られないことが統計的に示されている2)．

DBMSは，ソフトウェアの中でも細分化が進んで

いる分野である．特許審査当局と研究開発者の間で，

技術情報の交換を促進する必要がある．そのためにも，

特許法と運用指針の法律用語を DBMS関連技術用語

に変換することにより，特許制度の利用者である発明

者，すなわち研究開発担当者の理解できる形式により，

特許取得要件を技術的に表現し直す必要がある．これ

は同時に，DBMSのような専門化が進む個別分野に

おける審査基準の明確化により，特許申請と審査の両

面で運用コストを下げることにもつながる．

( 2 ) 処理最適化パラメータを設定したプログラムの

「特許適格性」を検証するプロセスの明確化

2000年 12月 28日公表された特許庁のコンピュー

タ・ソフトウェア関連特許審査運用指針は，プログラ

ムを請求項の対象とする「発明」を正式に認めた19)．

ここで「発明」として認められるために，プログラム

は，ハードウェアのリソースを利用し，かつ，リソー

スと「協働」することが必要である．しかし，この「協

働」が，技術的に何を意味するのかは明確でない．そ

こで，処理最適化パラメータ設定をアルゴリズムに含

むメディア検索エンジンのソフトウェア・プログラム

において，処理手順がどのようにハードウェア・リソー

スを利用すれば，単なる計算をしているのではなく，

ハードウェアを不可欠とする「協働」をしているのか，

プログラムが「発明」として認められるための技術的

条件（以下，「特許適格性」という）を検証するプロセ
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スを明確にする必要がある☆．

( 3 ) 処理最適化パラメータ設定による「進歩性」実

現の検証プロセスの明確化

「発明」が特許を取得するためには，特許取得要件

である「進歩性」を充たさなければならない．たとえ

ば，高分子化合物の合成においては，今まで予想もで

きず，発見もされなかった特性を持つ物質は，この進

歩性が認められる．NC旋盤においては，穿孔作業の

精度を格段に改良することにより進歩性が実現される．

リレーショナル DBMSにおいては，従来型システム

と比較した処理の高速化などの処理量に関する最適化

により，進歩性を実証することができる．

しかし，メディア検索エンジンについては，このよ

うな「進歩性」を単純に考えることができない．メ

ディア検索エンジンは，データに対する検索問合せ処

理（query）の結果の質を改善することにより，新た

な処理系の「発明」として進歩性を実現する．この進

歩性の実現については，処理量ではなく，むしろ質的

な最適化が問題となるが，他の処理系と単純には比較

困難である．そこで，処理の質的な最適化を実現する

メディア検索エンジンにおいて，特許取得要件である

「進歩性」を技術的に検証するプロセスを明確にする

必要がある．

2.2 関 連 研 究

米国では，1980年代後半から，ACMなどの情報科

学・計算機科学関係学会において，特許弁護士，特許

専門法律事務所が，ソフトウェアの特許取得方式につ

いて，積極的に論文投稿・提言を行っている8)．こう

した活動が，各技術分野専門家による特許審査への提

案を引き出し，1996 年の米国特許商標庁によるコン

ピュータ関連特許審査基準改訂を導くとともに，研究

者に対しても，特許取得を目指した研究開発計画のあ

り方について情報を提供している．さらに，米豪にお

いては，法学者と情報科学者の共同研究として，1997

年から，特許権のライセンシング契約や知的財産権の

管理手法を，理工系教育のカリキュラムとして導入す

る試みが紹介されている3)．

現状においては個別の技術分野が専門化しており，

分野ごとの技術的特性に合致した特許取得方式の定式

化が不可欠である．しかし，これらの関連研究も，ソ

フトウェア科学一般への検討にとどまり，新たな特許

取得分野を開拓するものではない．研究開発・産業応

用ともに目覚しい DBMS，特に，メディア検索の分

☆ 「特許適格性」については，従来，「発明性」とされてきたもの
を指す．

野において，処理最適化パラメータ設定により構成さ

れるソフトウェア・プログラムについて，技術的な視

点から明確な検証プロセスにより構成された特許取得

方式を定式化した研究は存在しない．

次章では，米国特許商標庁の作業にならって，処理

最適化パラメータ設定プログラムにより構成されるメ

ディア検索エンジンに特化した特許審査対策を念頭に

おいた20),21)，研究開発計画における一連の検証プロ

セスを，フローチャート22)とワークシート23)により

視覚化した特許取得方式を提案する．

3. 提 案 方 式

本章は，メディア検索エンジンを構成する処理最適

化パラメータを設定したプログラムに関する「発明」

について，研究計画の立案・実施の各段階において，

「特許適格性」の充足と「進歩性」に代表される特許

取得要件の充足を検証する一連のプロセスにより構成

された特許取得方式を提案する．

本提案方式は，以下の 2 ステップにより構成され

る．Step I（3.1節参照）は，メディア検索エンジン

の「特許適格性」の充足を検証する 2つのプロセスを

示す．次に，Step II（3.2節参照）は，処理最適化パ

ラメータ設定による「進歩性」の実現と，それに付随

する申請内容の明確性と実施可能性の特許取得要件の

充足を検証する 4つのプロセスを示す．

( 1 ) メディア検索エンジンに特化した特許取得方式

を提案する理由

メディア検索エンジンについて，DBMS 一般から

分けて特許取得方式を提案する理由は以下のとおりで

ある．パターン・マッチングにより論理的に一意な解

を求めるリレーショナル DBMSと異なり，メディア

検索エンジンは，音声（音楽），画像や文書などのメ

ディア・データを対象として問合せ結果の質の向上，

すなわち，質的最適化を実現する．処理系の機能や結

合・検索などの問合せ処理（query）の最適化は，処

理最適化パラメータの適切な設定に依存する．そのた

め，メディア検索エンジンは，処理最適化パラメータ

の設定を重要な技術要素とする．しかし，パラメータ

を設定するプログラムにより構成されるメディア検索

エンジンの特許取得要件を技術的な検証プロセスとし

て整理した研究はない．そこで，メディア検索エンジ

ンについて，DBMS 一般と異なる点を反映した特許

取得方式を提案する必要がある．

( 2 ) 提案方式の構成

以下に示す研究開発計画における特許取得方式フ

ローチャート（27 頁の図 3）と同ワークシート（28
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図 3 研究開発計画における特許取得方式フローチャート
Fig. 3 The flow diagram of patent application methodology for research and

development planning.

頁の表 1）は，6つの検証プロセスにより構成された

特許取得方式を図解するものである．

図表の各項目は，米国特許商標庁が，コンピュータ・

ソフトウェア関連の発明審査の運用指針を定めたとき

に，出願から審査までの一連の過程における，特許審

査官の審査実務訓練用資料として作成され公開された

ものに則っている．各図表のチェック項目の中で，「発

明」であるための要件を示す項目 1から 6，組合せに

よる新たな機能の実現を示す要件の項目 9については，

それぞれ同訓練資料からそのまま抜粋して再構成した

ものである21)∼23)．これらを参照しつつ，我が国の特

許庁において採用されている運用指針と対照し18),19)，

日本特許法での用語法と審査項目に変換した．

他方，処理最適化パラメータを設定するプログラム
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表 1 研究開発計画における特許取得方式ワークシート
Table 1 The work sheet of patent application methodology for research and

development planning.

項目 質問 YES/NO 次の項目へ
YES NO

1 対象は，技術的な発明か 2a 非発明で却下
2 a 対象は，機能的で叙述的なもの（データ構造）自体か 非発明で却下 2b

b 対象は，非機能的で叙述的なもの（音楽・写真）自体か 非発明で却下 2c

c 対象は，自然現象か 非発明で却下 3

3 対象は，コンピュータ上で実行される一連の処理手順か 5a 4

4 対象は，処理手順を実行するための特別な機械または製品か 8 5a

5 a 対象となる処理手順は，コンピュータ使用後に，計算機上の処
理と独立な別個のデータ処理行為や作業を含むか

8 5b（不明のときも含む）

b 対象となる処理手順は，コンピュータ使用前に，計算機上の処
理と独立な別個のデータ処理行為や作業を含むか

8 6a（不明のときも含む）

6 a 対象となる処理手順は，具体的かつ実践的な適用分野に制約さ
れず，抽象的なアイデアを操作するものか

非発明で却下 6b

b 対象となる処理手順は，具体的かつ実践的な適用分野に制約さ
れず数式を計算処理するものか

非発明で却下 7a（不明のときも含む）

7 a 適用する動作環境の具体的特定：いかなる範囲のハードウェア
の種類や構成で実施するか特定しているか

8 7b（不明のときも含む）

b 適用する対象分野の具体的特定：いかなる範囲の分野で実施す
るか特定しているか

8 非発明で却下

8 発明として審査開始 9a

9 a 個々の技術の集積から，提案される組合せ方が予測困難か 9b 寄せ集めとして却下
b 実現された組合せによりもたらされる機能が，従来のものと格
段に異なるか

10 寄せ集めとして却下

10 従来型プログラムにより実現された処理速度よりも，格段に速
い処理速度か

14 11（不明のときも含む）

11 従来型の処理系を改良した処理方式を提案するものか 12a 13（不明のときも含む）
12 a 適合率は改善されたか 14 12b（不明のときも含む）

b 再現率は改善されたか 14 13（不明のときも含む）
13 具体的に適用する分野では，先行する技術に，提案方式のよう

な発明・慣用技術が存在するか
非進歩で却下 14

14 対象とするプログラムに，処理最適化パラメータは設定されて
いるか

15a 16

15 a 明細書により，処理最適化パラメータに設定される数値の範囲
を，特定値，または，指定された範囲で特定しているか

15b 不明確で却下または補正

b 明細書により，設定された数値幅が，従来の先行技術とどれだ
け有意に異なるかを示しているか

15c 不明確で却下または補正

c 明細書により，実際に従来の処理手法から特異に最適化された
数値点（特殊値）を明確にしているか

16 実施不可能で却下または補正

16 特許取得 その他の特許取得要件の検討

を重要な構成要素として包含する発明に特有な特許取

得要件である，「発明」であるための要件（27頁の図 3，

28頁の表 1 のチェック項目 7），実質的な機能向上に

よる進歩性（同 10から 13），申請内容の明確性・実

施可能性の各要件（同 14から 15）については，新た

な検証プロセスによる特許取得方式を提案するもので

ある．なお，産業上の利用可能性，新規性，有用性，

先願範囲の拡大の要件などは，処理最適化パラメータ

設定に直接関係しないため，本論文においては議論し

ない．

( 3 ) 提案方式適用のタイミング

本提案方式を適用するタイミングについて述べる．

本提案方式は，日本の特許制度の下で，研究開発の初

期段階における着想を「発明」として出願すべきか判

断するにあたり，審査基準と対照し決定する検証プロ

セスから，実際の出願に必要な検証プロセスの洗い出

しと，検証自体が困難な状況における代替的なプロセ

スの示唆まで，一貫した研究開発を支援する特許取得

方式として提案される．

特許法は，原則として以下の一連の過程を想定して

いる．特許申請時点において，「発明」の元となるアイ

デア（考案）が発見され，そのアイデアが一定分野に

おいて適用される．次に，特定のハードウェアを利用

した動作環境において稼動するプログラムとして実装
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され，新たに進歩的な機能を実現していることを検証

するプロセスが実施される．最終的に出願書面が作成

され審査の過程に入る．

しかし，我が国の特許申請は，審査請求などの中間

段階を含む長期にわたる作業となる．その反面，法人

税法における租税特別措置が定めるソフトウェアの減

価償却期間が傍証するように，真に特許を権利として

活かせる期間は，特許法の定める権利保護期間より短

い．そこで，実務においては特許出願の長期作業化を

見越して，DBMSを含むソフトウェア関連の「発明」

一般について，アイデア（考案）段階において出願書

面を作成し，約 1年程度の後に行われる審査請求まで

に実装を進める例が多々見られる．本提案方式は，ア

イデア段階での「発明」が審査請求までに維持される

ために，いかなる技術的な検証プロセスを必要とする

かを示す．さらに，検証が困難であるか，時間的に充

たすことができない場合に，いかなる別のプロセスを

選択して対応すべきか，具体的に示唆する項目を含む．

3.1 Step I：「特許適格性」検証ステップ

提案方式の Step Iは，「特許適格性」の充足を検証

する 2 つのプロセスにより構成される．特許は，「発

明」であってはじめて取得申請ができる．特許法は，

「発明」として認められるために必要な要件を示すと

ともに，「発明」とならないものを例示している．「発

明」からは，自然法則や思想（アイデア）そのものが

排除される．データ構造やデータ単体そのものも入ら

ない（図 3・表 1 の項目 2）．

さらに，審査運用指針は，コンピュータ・ソフトウェ

ア関連発明について（図 3・表 1 の項目 3），プログラ

ムがハードウェア・リソースを利用し，かつ，リソース

と「協働」して，何らかの具体的で実践的な結果を実

現するときに「発明」であるとしている．しかし，技

術的に，どのようなデータ処理を行った場合に「協働」

であるのかを検証するプロセスは明らかではない19)．

他方，汎用性・拡張性が高いために，ハードウェア・

リソースとプログラムの「協働」が必ずしも明確にな

らない事例は多い．一般的に，「発明」はある特定の分

野で利用が可能な技術でなければならないが（図 3・

表 1 の項目 1），ハードウェア・リソースとプログラ

ムの「協働」にかわり，特定の分野における物理的な

リソースを利用し，それに対して変化を生じているこ

とを検証する代替プロセスがある．しかし，この検証

プロセスの技術的な内容が明らかではない．

Step Iは，請求項をめぐる以下の 2つの検証プロ

セスにより構成される．

( 1 ) プログラムとリソースの協働の検証プロセス

米国特許商標庁の審査官訓練資料は，この要件を以

下のように分析している21)．

プログラムとリソースが「協働」するとは，技術的

に見た場合，以下のような関係を構築していることを

いう．まず，「特許取得の申請対象となる処理手順があ

る．その処理手順とは独立に，ハードウェア・リソー

スを利用した，別個のデータ処理行為（または作業）

がある．後者のデータ処理行為（作業）は，申請対象

の処理手順を実行する事前，または，事後に実行され

る．なおかつ，その処理行為（作業）は，特許取得対

象の処理手順が目的とする機能の実現に，直接必要，

かつ，不可欠なものとなる」ことである（図 3・表 1

の項目 5）．

具体的に見ると，以下のような事例である．画像

データを対象に，検索問合せ処理（query）を行うメ

ディア検索エンジンがある．このエンジンは，あらか

じめ検索対象の画像データをメモリに読み込み，格納

された画像データを対象に検索問合せ処理を行うとす

る．このとき，このエンジンの検索問合せ処理，すな

わち，画像データの検索処理手順は，事前のメモリへ

の画像データ読み込みにより，処理手順からは独立な

データ処理作業を行っており，リソースと「協働」し

ていると認められる必要がある．ここで，プログラム

とリソースが「協働」するためには，メモリへの画像

データ読み込みが，ハードウェアを利用する処理とし

て，特許取得を目的とする検索機能の実現に不可欠な

プロセスとして評価できる必要がある．この事例では，

検索処理の実行中にエラーが生じ，復帰の必要が起き

ることが予測できる．検索処理の実行に，元のデータ

への復元作業は不可欠である．検索処理の実行のため

にも，事前に画像データをメモリに格納する処理は，

直接的に必要なデータ処理行為であると評価できる．

このように，データ処理手順が「発明」として認め

られるためには，プログラムとリソースが「協働」し

ていなければならない．

この検証プロセスが充たされなければ，次の，適用

分野の具体的特定の検証プロセスを検討することによ

り，「発明」であることを示す必要がある．

( 2 ) 適用分野の具体的特定の検証プロセス

米国特許商標庁の審査官訓練資料は，この要件を以

下のように分析している21)．

適用分野の具体的特定とは，「実現されるデータ処理

手順が，処理分野に限定されない抽象的な思想（アイ

デア）や数式計算処理ではない」ことである（図 3・

表 1 の項目 6）．

この検証プロセスは，特許法の根本原理に関わる項
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目である．広く抽象的なアイデアや，数式処理法を特

許取得することは禁止されている．しかし，DBMS関

連の発明は，一般に汎用性・拡張性が高い．そのため，

(1)の「協働」の要件，すなわち，図表の項目 6の要

件により確実な判断ができない場合がある．そこで，

それにかわる検証プロセスとして，実現される処理分

野を特定し，汎用性を制約することにより，「発明」と

しての要件を充たす必要がある（図 3・表 1の項目 7）．

現実の実験環境では，あらゆる環境に適応したまっ

たく制約のない処理系を実現することは不可能である．

汎用的な処理方式のままではなく，特定分野で具体化

された処理手法や，特定のハードウェア環境において

実動した実施例が実現される．特許は，実施できた範

囲においてのみ限定して認められるので，汎用的な方

式であっても，この実施範囲を制約することにより，

物理的なリソースを利用した，限定された特定分野に

おける「発明」であることを，実施範囲を区切り実証

することが可能である．

適用範囲の具体的特定の検証プロセスとしては，以

下の 2つの方向性がある．
©1 適用する動作環境の具体的特定
©2 適用する対象分野の範囲の具体的特定

前者は，量的な制約条件である．いかなる範囲の

ハードウェアの種類や構成により研究開発を進めるか

決定することが，提案する処理手法の汎用性と拡張性

を制約する（図 3・表 1 の項目 7a）．以下のような実

施例が該当する．汎用性の高いデータ処理手法であっ

ても，特定の処理系，たとえば，OracleTM 上におい

て動作を最適化した実施例により特許申請すれば，実

施の範囲において適用範囲が特定される．一見すると

汎用性の高い数式処理法であっても，OracleTM 上の

処理メカニズムと連動するシステムとして制約するこ

とにより，「発明」として申請できる．

後者は，特にハードウェアの制約が小さいデータ処

理手法に該当する検証プロセスである．拡張性が高い

技術であっても，実施例においては，一定の分野，た

とえば GPSや回路設計における利用のように，適用

範囲の特定を図ることが一般的である．研究計画の当

初から，狭い適用範囲において動作確認するように立

案するならば，研究開発の結果をそのまま特許申請す

ることができる（図 3・表 1 の項目 7b）．

DBMSは，上記の 2つの検証プロセスに則して，コ

ンピュータ・ソフトウェア関連の「発明」として認め

られるために，プログラムとリソースの「協働」（リ

ソースを不可欠とする処理手順を，事前または事後に

含む処理であること），または，適用分野の具体的な

特定（実験・実現環境の限定，または実施分野の限定）

を充たす必要がある．

3.2 Step II：「進歩性」・明確性・実施可能性の特

許取得要件検証プロセス

提案方式の Step IIは，特許取得要件を検証する

次の 4つのプロセスにより構成される．

( 1 ) 既存のデータ処理手法の組合せによる新たな機

能の実現の検証プロセス

メディア検索エンジン関連の「発明」における特許

取得要件の検証プロセスで問題となるのは，従来のい

くつかのデータ処理手順を組み合わせることにより，

新たな機能を実現する場合の「進歩性」である．ソフ

トウェア・プログラムの集積体であるメディア検索エ

ンジンの発明において，いくつかの既存のデータ処理

手法を組み合わせることにより新たな機能を実現する

ことがよく行われている．

以下，メディア・データを対象とするデータ処理手

法の組合せの実施例として，データベースを利用した

CADによる回路設計手法を例にとる．メディア・デー

タである回路設計図をいくつかの下位集合として持つ

データベースを構築し，設計図に貼りつけたインデッ

クスをメタデータとして，中央の上位データベースに

おいて集約することにより作業効率を高める処理系が

ある．これは，従来の手法を単に寄せ集めているのみ

で進歩性がないかに見える．しかし，この場合にも，

先行技術を集約して回路設計の分野に適用することが，

容易に想定できない新たな機能を実現するならば，組

合せによる進歩性が認められる．

本検証プロセスは，メディア検索エンジンが既存技

術の組合せにより「進歩性」を実現するとき，新たな

技術的進歩の実現を，以下の 2点により検証する．
©1 個々の従来型技術の集積から，提案される組合せ

方が予測困難であり（図 3・表 1の項目 9a），かつ，
©2 実現された組合せでもたらされる機能が，従来の

ものと格段に異なる（図 3・表 1 の項目 9b）．

( 2 ) 処理最適化パラメータ設定による機能向上が実

現する進歩性の検証プロセス

一般的に，コンピュータ・ソフトウェア関連の発明

の機能向上による進歩性の実現とは，処理速度の向上，

処理内容の高度化に関する処理最適化であり，以下の

2つの種類がある．

• 量的な最適化の進歩性（処理速度の格段の向上）
• 質的な最適化の進歩性（処理結果の質の向上）
前者は，従来型のプログラムにより実現された処理

速度よりもより最適化された，つまり処理速度の速い

手法である．この進歩性は，他の手法と同じ動作環境
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において比較できるため，客観的に示すことができる．

先行技術と同じハードウェア環境において，提案する

処理系を実行した処理速度を検証すれば比較可能であ

る（図 3・表 1 の項目 10）．

しかし，メディア検索エンジンの機能向上による進

歩性の実現は，検索問合せ処理（query）の結果の質

を改善することにより具体化される（図 3・表 1 の項

目 11）．この質的な最適化を図ることによる進歩性を，

どのように実証するか技術的な検証プロセスの定式化

が必要である．

本検証プロセスは，以下に示す評価指標，または，

代替手法により，機能向上による進歩性の実現を検証

する．

音声（音楽），画像や文書などのメディア・データ

を対象とする検索問合せ処理（query）の結果の質に

ついて，最適化を検証する指標としては，以下の 2つ

の指標が広く導入されている6),7),15),16)．
©1 適合率（precision ratio）= 検索結果に含まれる

正解の数/検索結果数 = NR/(NR + NNR)

（図 3・表 1 の項目 12a）．
©2 再現率（recall ratio）= 検索結果に含まれる正解

の数/正解の数 = NR/n

（図 3・表 1 の項目 12b）．

ここで，NRは検索結果のうち正解群の数，NNRは

検索結果のうち正解でない群の数，nは正解群の全数

であり，正解とは，提案される処理系において，事前

に所与のものとして指定された正解群である．検索結

果とは，指定された処理手法に従って返された結果の

総数である．従来型の処理方式よりも，どれだけ©1 正
確に，かつ，©2 精度を上げて，処理を実行したか定量
化する指標である．

非線形の選好順位，すなわち，2以上のアイテムが，

まったく等しい選好順位を持つ場合（non-linear or

weak ordering）を対象として，問合せ処理の性能評

価をするときには単一な評価基準がとれないため，上

記 2つの指標に確率を導入した評価指標を，Ragha-

vanらが提案している15),16)．このような非線形の選

好順位となる事例は，画像や音声などのマルチメディ

ア・コンテンツを対象とするときに頻繁に発生する．

データベースのユーザが，自己の選好順位に従い複数

のデータにまったく等しい価値付けをすることは，あ

る絵 Aと別の絵 Bがともに「静かな絵」として認識

されるなど十分予測される．ユーザの感性を考慮して

設計されるメディア検索エンジンが，その典型例であ

る24)．この指標により，選好順位が線形でないメディ

ア・データを対象とする処理系においても，問合せ処

理の結果の質を検証することができる．

さらに，メディア検索エンジンにおいては，問合せ

と対象とするメディア・データの間の相関量を計量し

て類似性を決定するにあたり，類似データをグルーピ

ングすることが行われる．このとき，いくつかの分解

レベルを設定して，最も問合せ処理を最適化する分解

レベルを検証するために以下の指標を利用する13),14)．
©3 一致度・分類正解率（correct classification ratio）

=「ある分解レベル Aで検索結果に含まれる正解

群」と「別の分解レベル Bで検索結果に含まれ

る正解群」の和集合に含まれる数／分解レベル A

で検索結果に含まれる正解群の数

メディア・データは多種多様であるため，比較検証

する処理系が，互いにまったく異なるデータ・フォー

マットを持つコンテンツを対象に処理する場合がある．

提案手法が，従来型の処理手法を改良したものであり，

従来型の処理系では画像を，提案される処理系では

音声を対象としているとき，上記の指標群によるとこ

のようなまったく異なった対象を比較検証することは

できない．指標の定義から明らかなように，処理系に

おいてそれぞれ対象とするデータ・フォーマットに対

応した正解群を所与としているからである．データ・

フォーマットがまったく異なる正解群を対象にする改

良手法においては，比較検討自体ができない．このよ

うな場合に 1つの方法として，シミュレータにより異

なる DBMS間の比較を行うものがある．しかし，特

許取得されているものも☆，オブジェクト指向 DBMS

間の比較をするにとどまり，まったく異種のコンテン

ツを対象とする DBMSを扱うものではない．

そこで，3.1節 ( 2 )で先述した，適用分野の具体的

特定を再度考察する．ここで利用する代替的な検証プ

ロセスは，©2 の「適用分野の範囲の具体的特定」であ
る．先行技術との比較が量的に不可能なとき，具体的

に適用する分野において，先行する技術に提案方式の

ような発明・慣用技術が存在しないことを示すことは

可能である．この代替的検証条件は，対象が「発明」

として認められ，かつ，先行技術の単なる組合せによ

る進歩の実現ではないことを示した後に適用できる．

特定分野に特化した，新たな分野の発明として特許

申請することにより，質的な進歩性の実現を，適用分

野に類似の先行技術が存在せず，他の分野の技術を適

用することも容易に推測できないことを前提に，まっ

たく新たな分野における進歩性の実現であるとして代

☆ U.S.Pat.No.6,145,121，発明者 Levy; Henry M., et al.，特
許権者 University of Washington，出願日 April 17, 1998，
公開日 November 7，2000．
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替的に示すのである．さらに，今後の提案方式と均等

な改良特許や，他の分野への単純な適用を排除して権

利を確保する（図 3・表 1 の項目 13）．

質的な進歩性の実現を，適用分野の範囲を具体的に

特定し，発明・慣用技術の不存在により示すこの代替

的検証プロセスは，もう 1つ重要な役割を持つ．3章

( 3 )において先述したように，「発明」のアイデアを考

案したとき，実装前に出願書類を提出することがある．

当然に，その段階では進歩性を充たす条件として，適

合率・再現率を具体的に示すことはできない．また，

審査請求の段階において明細書を補正するときまでに，

適合率・再現率を実証する作業が完了する保証もない．

そこで，審査請求後，実装されて単に動作した実施例

が，請求項に該当する「発明」として進歩性を充たす

ことを確実に保証するために，適用分野の範囲を具体

的に特定し，その分野での先行技術の不存在をもって，

進歩性を充たすことを示すこの代替的な検証プロセス

が活用できる．

このように，メディア検索エンジンでは，コンピュー

タ・ソフトウェア関連の「発明」として，「進歩性」の

特許取得要件を充たすためには，組合せによる新たな

機能の実現や機能向上による進歩性の実現を実証する

必要がある．

( 3 ) 処理最適化パラメータ設定の明確性検証プロ

セス

申請内容の明確性が特に問題となるのは，特定の処

理最適化を実現するパラメータが設定されたプログラ

ムを請求項に含む「発明」である（図 3・表 1 の項目

14）．

本検証プロセスは，以下の 2点を明確にすることに

より，データ処理プログラムの重要な構成要素である

パラメータに設定する数値の明確性とその数値設定の

合理性を検証する．
©1 設定される数値範囲の特定性
©2 特定された数値の有意性

前者は，明細書により，処理最適化パラメータに設

定する数値の範囲を，特定値，または，最小値と最大

値により指定された範囲で特定する必要性である．処

理を最適化するパラメータについて，特定の値を設定

して実行するプログラムを特許取得する場合には，実

際に処理最適化を実現する数値幅を明確にする必要が

ある．先行技術と比べた進歩性（最適化）を，具体的

に実証するためである．そこで，技術的に有効な範囲

の数値を特定しなければならない（図 3・表 1 の項目

15a）．

後者は，前者の©1 で設定された数値幅が，従来の

先行技術からどれだけ有意に異なるかを示している．

慣用されている設定数値や一般的な基準値から，どれ

だけ有意に離れているか示すことにより，進歩性（最

適化）を具体的に実証するためである（図 3・表 1 の

項目 15b）．

( 4 ) 処理最適化パラメータ設定における実施可能性

の検証プロセス

処理最適化パラメータを設定したソフトウェア・プ

ログラムは，上で述べた申請内容の明確性が満足され

ても，以下のような検証プロセスを充たす必要がある．

ある一定の幅で，先行技術から有意に特定された数

値が設定されていても，実際に従来の処理手法から特

異に最適化された数値点（特殊値），つまり，最も動

作性が高く望ましい実施手法が明確にされていなけれ

ば，「発明」を最善の方式で利用することはできない．

特殊値の公開がなければ，特許権消滅後も元特許権者

が特殊値の利用を続けることにより，実質的には「発

明」を永久に独占使用することになる．これは，「発

明」の一定時点以降の開放により公衆の利用を確保す

る特許法の目的に反する．そこで，明細書などにおけ

る従来の先行技術から有意に選別した特殊値の明確化

が求められる（図 3・表 1 の項目 15c）18),19)．

アイデア段階での特許出願を行ううえで最も困難な

問題が，処理最適化パラメータを請求項に含む「発明」

の実施可能性の検証プロセスである．しかし，請求項

に明示されたパラメータの内容を特定する作業は，明

細書によることも認められている．審査請求までに実

装を行い，明細書の補正により数値幅や特殊値を特定

する作業を行うことで実施可能性の特許取得要件を充

たすことができる．

本検証プロセスは，以下の 2通りの実証法により実

施可能性を検証する．
©1 数値幅と特殊値を確実なポイントとして検証
©2 実装で動作した範囲として提示

前者は，特許の実質的取得要件として「進歩性」を

充たすために，処理最適化パラメータの数値幅を改善

したことが唯一の改良点である改良特許型の「発明」

に対して，実施可能性を検証するときに適用されるプ

ロセスである．その処理最適化パラメータ設定による

進歩性を実証し，明確性・実施可能性を検証するため

に，先行技術である従来型の処理系との比較作業が必

要とされるからである．

しかし，その他の場合には，後者の実証法で十分で

ある．改良型でない新たな適用分野における「発明」

においては，比較検証作業は必要ではない．形式的取

得要件として申請内容の明確性と実施可能性を示すた
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めに，新たな適用分野における実動した実施例をもっ

て最善の実施可能な状態として示すことで足りるから

である．

本章は，処理最適化パラメータを設定するメディア

検索エンジンにおいて，重要な特許取得要件である

「特許適格性」と進歩性・明確性・実施可能性の充足

を検証する一連のプロセスにより構成された特許取得

方式を提案した．

次章では，この特許取得方式ワークシート（27頁の

図 3）とフローチャート（28頁の表 1）をもとに，メ

ディア・データを対象とするデータ処理手法や，処理

最適化パラメータを設定する特許を審査した特許実施

例を，項目ごとに対照することにより，提案方式の有

効性を検証する．

4. 提案方式の検証と実施例

提案方式の有効性を検証するため，実施例として米

国特許商標庁が公開している特許から，メディア・デー

タを対象としたデータ処理，および，処理最適化パラ

メータ設定を請求項に明示的に含むデータベース関連

特許を抽出した．特に，特許取得の可否を左右する進

歩性・明確性・実施可能性について，提案方式の有効

性を検証した．

米国特許実施例を選択する理由は，日欧と比べて

データベース関連特許を最も多く保有しているからで

ある．2000年 12月 18日現在のすべての公開特許か

ら，“database”と “parameter”，または，数値を表す

用語を請求項に含むものを検索した結果は，652件で

ある（U.S.Pat. No.4,442,700-6,157,900）．その中で，

直接データベースを請求項に立てるものは，89 件あ

る．さらに，1996年 2月 28日の米国特許商標庁コン

ピュータ関連発明審査運用指針改正以降に審査された

63 件の中から，パラメータを設定することにより処

理最適化を実現しているものを抽出し悉皆調査を実行

した．その結果，以下の 19件を検出した（U.S.Pat.’s

No.5,768,589，5,799,210，5,826,257，5,841,437，

5,842,201，5,852,818，5,864,870，5,907,701，

5,960,184，5,963,727，6,026,431，6,032,151，

6,038,554，6,044,216，6,047,291，6,105,030，

6,108,659，6,112,199，6,145,121）．これらに対して，

前章で提案した特許取得方式を充たすか，対照して検

証した．以下，図 3 のフローチャートと表 1 のワー

クシートで示したチェック項目ごとに，典型例となる

ものを上記 19件から再抽出して提案方式との整合性

を検証する．

4.1 進 歩 性

( 1 ) 既存技術の組合せによる新たな機能の実現と量

的最適化（処理速度の格段の向上）

実施例としては，U.S.Pat. No.5,768,589 があ

る☆．’589特許は，問合せ側データベースから，異種

の外部データベースに格納されている処理手順を実行

する処理方式を特許取得している．同特許の第 1，3

の各請求項は，既存技術を組み合わせ，処理最適化パ

ラメータを設定することにより新たな機能を実現し，

問合せ処理速度の量的な向上を実現している．

実施例の概要は，以下のとおりである．メイン・メ

モリ上のゲートウェイが，インタフェースとして異種

の外部データベースに格納されている問合せ処理を実

行する．ゲートウェイには，外部データの属性（デー

タ・タイプ）を問合せ側データベースにおいて処理で

きるように，相互のパラメータを対照したデータベー

スが構築されている．ゲートウェイは，問合せにより

外部データベースに対して Invoking Instructionを自

動生成し，外部データベースに格納された処理手順を

起動する．Invoking Instructionは，入出力パラメー

タの変数宣言・入力変数の初期化・格納された処理手

順の起動命令を含む Pseudo Code（擬似コード）を

利用してあらかじめ構築される．

従来は，相手方フォーマットにおいて問合せを理解

可能にするため，いちいち問合せ側から外部のデータ

ベースへデータ構造を書き直す作業が必要であった．

しかし，本方式によればその必要もなくなり，データ

交換のトラフィックを抑えて処理速度を向上させる．

各 DBMSが備えている処理手順に，処理最適化パラ

メータとしてゲートウェイとなる擬似コードを設定す

ることにより，既存技術の組合せによる新たな機能を

実現するとともに，トラフィックを大きくしない量的

な最適処理を実現している．34頁の表 2 では，本特

許の 2つの請求項を提案方式で検証した結果を示す．

( 2 ) 既存技術の組合せによる新たな機能の実現と質

的最適化（処理結果の質の向上）

実施例としては，U.S.Pat. No.5,960,184 があ

る☆☆．’184特許は，メディア・データである回路設計

図を格納したデータベースと電気的自動デザイン・シ

ステム（EDA）を連動させるために，処理最適化パラ

メータを設定したスプレッド・シートを導入すること

☆ 発明者 Bradley; Kirk A., et al., 特許権者 Oracle Corpo-

ration，出願日 July 12, 1996, 公開日 June 16, 1998．
☆☆ 発明者 Cleerman; Kevin C., et al., 特許権者 Unisys Cor-

poration，出願日 November 19, 1996，公開日 September

28, 1999.
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表 2 ’589 特許の提案方式による検証
Table 2 Work sheet of the No.’589 patent.

項目 質問 Y/N

1 対象は，技術的な発明である Y

2a 対象は，機能的な叙述的なもの（データ構造）
自体ではない

N

2b 対象は，非機能的な叙述的なもの（音楽・写
真）自体ではない

N

2c 対象は，自然現象ではない N

3 対象は，コンピュータ上で実行される一連の
処理手順である

Y→5a

5a 処理手順は，コンピュータ使用後に，外部DB

への問合せ実行処理を含み，それが不可欠な
処理である

Y→8

8 発明として審査開始 9

9a 個々の技術の集積から，提案される組合せ方
が予測困難

Y

9b 実現された組合せによりもたらされる機能は，
問合せにともなうトラフィックを抑え，先行
技術から格段に異なる

Y

10 自動的な問合せを実現しており，従来型プロ
グラムよりも格段に速い手法である

Y→14

14 対象に処理最適化パラメータが設定されてい
る

Y

15a 明細書により，設定するパラメータを例示 Y

15b すべてのパラメータを対照するものであり，
有意性の検証は該当しない

Y

15c すべてのデータ・タイプの対照表作成が必要
であり特殊値はない

Y

16 特許取得 OK

により，回路設計を視覚化して電子回路設計作業を効

率化する手法である．既存技術を組み合わせ，処理最

適化パラメータを設定することにより，問合せ処理結

果について質的な機能向上を実現している．

同特許の第 20，22，25，27の各請求項が示す実施

例の概要は，以下のとおりである．セル・ライブラリ

に格納された電子回路のゲートウェイの特徴を表すス

キーマ情報（第 20請求項）と，ユーザが定義したス

キーマ情報（第 22請求項）により構成されるデザイ

ン・ライブラリの両者を統合する（第 25請求項）．こ

の統合されたライブラリ内に格納される回路モジュー

ルごとに，最適なパラメータ・セットを設定しておき

（第 27 請求項），EDAツールと連動させて効率的な

設計を行う．

従来，ユーザはあらかじめ選択した処理最適化パラ

メータ・セットを適用して，モジュールごとに分断さ

れた回路設計を行っていた．1つのモジュールを選択

する作業ごとに，その作業が全体の設計にどれだけ

の影響を与えるか考慮する必要があるため，作業が終

わるたびに，どの部分回路を選ぶのが望ましいか，モ

ジュール相互に機能の重複や欠如がないか，全体構造

から再度検証しなければならなかった．本実施例では，

モジュールごとに設定された，または，ユーザが設定

したパラメータを，1つのスプレッド・シートに格納

することにより，作業中に選択したモジュールそれぞ

れを視覚化し，設計の全体を効率的に把握することが

できる．

本特許は，従来のデータベース関連の技術を組み合

わせたものである．しかし，単一のスプレッド・シート

に処理最適化パラメータのデフォルト・セットとユーザ

定義セットを組み込むことにより，回路設計の全体構

造を見渡すことを可能にする機能を実現している．各

モジュールの枠を越えて，関連するパーツを常時チェッ

クできる従来にない新たな機能を実現することにより，

進歩性を実現している．かつ，単一スプレッド・シー

ト上に処理最適化パラメータとしてパラメータ・セッ

トを集約して設定することにより，セル・ライブラリ

とデザイン・ライブラリの結合処理を向上させる質的

な最適化を実現している．

35頁の表 3 では，本特許の 4つの請求項を，提案

方式で検証した結果を示す．

4.2 設定パラメータの特定性，有意性，特殊値明

確化

データ処理を最適に実現するパラメータを設定する

ときには，請求項，または，明細書によりその範囲を

特定する必要がある．さらに，設定された数値幅が，

慣用されてきた設定数値や一般的な基準値から，どれ

だけ有意に離れているかを技術的に検証する必要があ

る．さらに，従来の処理手法から特異に最適化された

最も動作性が高い数値点（特殊値）を明確にする必要

がある．

実施例としては，U.S.Pat. No.6,038,554 があ

る☆．’554特許は，人的物的資源の市場価値を，ユー

ザの選好順位を反映し，かつ，客観的に金銭評価する

コンピュータを利用した処理手法である．実施例はビ

ジネス方式特許の一種であり，知識データベース関連

の先行技術を組み合わせることにより，一般には金銭

評価が困難な定性的資産価値を客観的に評価する手法

を実現している．同特許は，既存技術の組合せによる

新たな機能を実現するとともに，処理最適化パラメー

タの設定により，処理結果について問合せ処理の質的

な向上を実現している．

同特許の第 1 請求項は，投入された入力値に対し

て，パーセント表示により出力を返す計算処理を最適

に実行するため，パーセント表示の出力が適切な値を

☆ 発明者・特許権者 Vig; Tommy，出願日 January 30, 1996，
公開日 March 14, 2000.
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表 3 ’184 特許の提案方式による検証
Table 3 Work sheet of the No.’184 patent.

項目 質問 Y/N

1 対象は，技術的な発明である Y

2a 対象は，機能的な叙述的なもの（データ構造）
自体ではない

N

2b 対象は，非機能的な叙述的なもの（音楽・写
真）自体ではない

N

2c 対象は，自然現象ではない N

3 対象は，コンピュータ上で実行される一連の
処理手順である

Y→5a

5a 対象となる処理手順は，コンピュータ使用後
に最適化のためのパラメータ導入処理を含む

Y→8

8 発明として審査開始 9

9a 個々の技術の集積から，提案される組合せ方
が予測困難

Y

9b スプレッドシートの導入により，回路設計の
全体構造が見渡せる機能を実現

Y

10 従来型プログラムで実現された処理速度より
も，格段に速い手法であるか不明

？

11 従来型の処理系を改良した処理方式を提案す
るものではない

N→13

13 具体的に適用する分野では先行技術に，提案
方式のような発明・慣用技術が存在しない

N

14 処理最適化のためのパラメータは指定されて
いる（パラメータ・セットの導入自体が新規
な考案）

Y

15a 明細書により，EDAに対応したパラメータ・
セットの設定方法が明示

Y

15b 従来にない手法であることから，パラメータ
設定自体が有意

Y

15c パラメータ・セットに数値幅がなく，特殊値
の対象外

Y

16 特許取得 OK

とるように処理を施した計算処理最適化パラメータ

（“NORM”）の設定をデータベースに格納している．

明細書では，Non-Subjective Valuing
©C システムに

より評価される中古車・医者の医療サービス・債権回

収弁護士の回収率を例にとり，処理最適化を実現する

ためのパラメータ設定方式を詳述している．同特許の

第 31請求項は，計算結果の許容幅を，±0.1%に抑え

るように設定し，処理最適化の特定幅を明示している．

誤差の許容度も，ゼロから 75%まで計測できること

により有意性と特殊値を示している．このように，本

実施例は，処理最適化パラメータ設定の特定性，有意

性，特殊値の明確化を実現している．

表 4 では，本特許の 2つの請求項を，提案方式で

検証した結果を示す．

4.3 境界事例の検証

提案方式の有効性を検証するにあたり，メディア検

索エンジンの特許取得において典型的なポイントとな

る，既存技術の組合せによる新たな機能の実現・機能

向上による進歩性の実現とパラメータ設定の明確性・

表 4 ’554 特許の提案方式による検証
Table 4 Work sheet of the No.’554 patent.

項目 質問 Y/N

1 対象は，技術的な発明である Y

2a 対象は，機能的な叙述的なもの（データ構造）
自体ではない

N

2b 対象は，非機能的な叙述的なもの（音楽・写
真）自体ではない

N

2c 対象は，自然現象ではない N

3 対象は，コンピュータ上で実行される一連の
処理手順である

Y→5a

5a 対象となる処理手順はコンピュータ使用後に
別の実行処理を含まないか不明

？

5b 処理手順は，コンピュータ使用前に，ユーザ
の選好基準の導入作業を含む

Y→8

8 発明として審査開始 9

9a 個々の技術の集積から，提案される組合せ方
が予測困難

Y

9b 主観的データの客観的評価により，新たな機
能を実現

Y

10 従来型プログラムで実現された処理速度より
も格段に速い手法であるか不明

？

11 従来型の処理系を改良した処理方式を提案す
るものかも不明

？

13 適用する分野では先行技術に，提案方式のよ
うな発明・慣用技術が存在しない

N

14 対象に処理最適化パラメータが設定されてい
る

Y

15a 請求項で，処理最適化パラメータに設定され
る数値の範囲を，誤差 ±0.1%の範囲で特定

Y

15b 発明自体が新規な分野であるため，設定され
た数値は，従前の技術で指定されていない

Y

15c 請求項で，数値点が 15a で示したように実
施可能な程度に明確にされている

Y

16 特許取得 OK

実施可能性の検証プロセスに関する実施例をあげて検

討した．

ここで，96年米国運用指針改正以前の例であるが，

処理最適化パラメータの設定に，その「進歩性」を大

きく依存するカーマーカ特許を取り上げる．同特許は，

提案方式が示すすべての検証プロセスにわたって争わ

れた境界事例である．しかし，同特許は，提案方式が

示す特許取得要件の検証プロセスを十分に充たしてい

る．提案方式が，処理最適化パラメータ設定に依存す

る「発明」について，有効な研究開発の指針となるこ

とを示すために以下検討を加える．

なお，同特許は現在でも有効として維持されている

が，米国においては当初アルゴリズム自体の特許取得

と誤解され大きな反響を呼び，巨額のライセンシング・

ロイヤルティ獲得が話題となった12)．日本では，特許

無効審決を求められた審判において無効請求が却下さ

れ，現在東京高裁に継続中である．

以下，カーマーカ特許について提案方式と対照しつ
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つ，処理最適化パラメータを組み込んだ線形計画法の

メカニズムが，単なる先行技術の寄せ集めのアルゴリ

ズムではなく，特許に値する「発明」とされたプロセ

スを検証する．

実施例は，U.S.Pat. No.4,744,028である☆．’028特

許は，同特許第 1請求項が明示するように，電話回線

の交換手法において，線形計画法を応用したリソース・

アロケーション処理の結果をリアルタイムで返す，高

速度処理を実現した処理最適化手法である．同特許は，

処理最適化パラメータの設定により，データ処理速度

の量的な向上を実現している．

同特許の第 24から 36 請求項は，以下の 5つの問

題をかかえている．カーマーカ資源最適配分法は，
©1 アルゴリズムをそのまま請求項に記載，
©2 広く産業技術分野の資源配分に適用，
©3 数式計算処理がそのまま請求項に記載，
©4 従来の線形計画法やアフィン・スケーピングなど

先行技術との関係が不明，
©5 最大化・最小化を決定する閾値が請求項に無記載，

なため，「発明」であるか，組合せによる新たな機能の

実現・機能向上による進歩性の実現・申請内容の明確性・

実施可能性を充たすかについて疑念が生じるとされた．

しかし，フローチャートに沿って検証すると（表 5），

( 1 ) 物理的なリソースを計算配分しており，コン

ピュータを利用した外界の物理的存在への働きかけが

ある．ハードウェア・リソースを利用し，これと「協

働」して外界の物理的リソースを配分処理する作業を

行っている（Step I ( 1 )参照），

( 2 ) リアルタイムに資源の最適割当を必要とする電

話回線交換における請求であり，適用分野の特定を充

たしている（Step I ( 2 )参照），

( 3 ) 数式処理がそのまま記載されていても，計算結

果がどのように利用され外界の物理的資源に影響を与

えるのかが明示されており，抽象的なアイデアや数式

処理のみの申請ではない（Step I ( 2 )参照），

( 4 ) 従来の線形計画法は，カーマーカ法の資源割当

改良ステップで明示されている計算の出発点の指定方

法を明記していない（Step II ( 1 )参照）．以下の ( 5 )

で述べる処理最適化の特殊値設定による質的な機能向

上も実現していない（Step II ( 2 )参照），

( 5 ) 第 25請求項の ( 6 )が示す資源割当の改良ステッ

プが順次更新されるにあたり，更新を判断する処理最

適化パラメータの特殊値が，明細書と申請全体から特

☆ 発明者Karmarkar; Narendra K.，特許権者American Tele-

phone and Telegraph Company, AT&T Bell Laborato-

ries，出願日 April 19, 1985，公開日 May 10, 1988．

表 5 ’028 特許の提案方式による検証
Table 5 Work sheet of the No.’028 patent.

項目 質問 Y/N

1 対象は，技術的な発明である Y

2a 対象は，機能的な叙述的なもの（データ構造）
自体ではない

N

2b 対象は，非機能的な叙述的なもの（音楽・写
真）自体ではない

N

2c 対象は，自然現象ではない N

3 対象は，コンピュータ上で実行される一連の
処理手順である

Y→5a

5a 対象となる処理手順は，コンピュータ使用後
に別の実行処理を含むか不明

？

5b 対象となる処理手順は，コンピュータ使用前
に別の実行処理を含むか不明

？

6a 処理手順は，資源配分をリアルタイムに実現
するための処理手順を具体的に詳述

N

6b 数式を計算処理するものであるが，資源配分
に特化した利用で適用範囲を特定している（た
だし不確実 →7a）

？→7a

7a 適用する動作環境の具体的特定：ハードウェ
アの種類や構成で実施するか特定していない

N

7b 適用分野を外界の物理的資源（電話交換シス
テム）の割当のリアルタイムな計算処理に特
定

Y

8 発明として審査開始 9

9a 個々の技術の集積から，提案される組合せ方
が予測困難

Y

9b 開始点の導入と改良ステップの閾値の指定に
より，リアルタイムな資源配分機能を実現

Y

10 実時間処理を実現しており従来型プログラム
よりも格段に速い手法である（争われており
11 と 13 も概観する → 11）

（Y）

11 従来型の処理系を単に改良した処理方式を提
案するものではない新規なシステムである

N

13 具体的に適用する分野では，先行する技術に，
提案方式のような発明・慣用技術が存在しな
い

N

14 対象に，処理最適化パラメータが設定されて
いる

Y

15a 補正された明細書により，処理最適化パラメー
タに設定される数値範囲が 1より小さい範囲
で特定

Y

15b 補正された明細書により設定された数値は，
従前の技術で指定されていないので有意であ
る

Y

15c 補正された明細書により，特殊値が 15aで示
したように実施可能な程度に明確にされてい
る

Y

16 特許取得 OK

殊値 1であるとして明示されている（Step II ( 3 )，

( 4 )参照）☆☆．

カーマーカ特許を維持できる根拠は，本来，非常に

汎用性の高いアルゴリズムの「発見」ではあるが，他

☆☆ 平成 9 年特許庁審判第 2452 号平成 10 年 12 月 15 日より抜
粋要約．
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の産業分野に拡張性が高い電話回線交換システムの資

源配分最適化に制約して実施されることにより（Step

I ( 2 )参照），「発明」として申請されている点にある．

もしも，アルゴリズムのみを別個に請求項としている

同特許の第 24請求項以下の部分が欠落していたとし

ても，同第 1請求項に含まれている同じアルゴリズム

を電話回線交換システムに適用する部分のみにより，

他の分野におけるカーマーカ法の資源配分最適化を利

用・改良する行為は，いわゆる均等論により特許権侵

害となる可能性が高い．しかも，処理最適化パラメー

タの範囲は明細書により補完され，パラメータの範囲

の課題も解決されている（Step II ( 4 )参照）．

本章では，実施例として関連米国特許を中心に，提

案方式の有効性を特許取得方式ワークシートに沿って

検証した．一般に，DBMSを含むソフトウェア・プ

ログラムの開発においては，処理速度の大幅な改善に

よる処理量の最適化により特許を取得する例が多い．

しかし，多様なメディア・データを対象とするメディ

ア検索エンジン関連特許は，コンテンツに対する的確

な処理を図るため，データに対する問合せ処理の結果

を最適化するパラメータを設定するプログラムを「発

明」の主眼とするものが増加する傾向にある．特許取

得を目指す研究開発を適切に進め特許取得範囲を拡大

し，審査の基準をめぐり申請者と審査官の間に客観的

な基準を置き意思疎通を円滑にするためにも，提案方

式のような特許取得要件の技術的な表現とその要件を

検証するプロセスの明確化が不可欠である．

5. お わ り に

本論文は，メディア・データを対象とした検索を行

うメディア検索エンジンにおける重要な特許取得対象

である処理最適化パラメータ設定プログラムについて，

「特許適格性」と「進歩性」に代表される特許取得要

件の充足を，研究計画の立案・実施の各段階において

検証する一連のプロセスにより構成された特許取得方

式を提案し，その有効性を米国特許実施例と対照する

ことにより検証した．

今後は，問合せ結果を最適化する処理パラメータを

設定したメディア検索エンジンに特許権を取得するこ

とにより，特許の派生的な効果としてコンテンツへの

独占的利用権の設定を可能にする手法を検討する．
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